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５．研究・調査の目的 

 

 本研究では、地震により被災した建物の実態と要因を解明することを目指した。具体的

には、日本側は被災建物の位置、被災状況、設計図書等の資料を収集して米国側に提供し、

米国側は、実地調査のために来日して詳細な検討に必要なデータの収集を行い、被災状況

や被災原因を調査検討した。また、設計基準の変遷と被害の関係についても着目した。さ

らに、耐震診断の結果や耐震補強の有無と被害の関係について明らかにした。実地調査と

資料の収集ならびに被害データの分析を行い、その結果を日米で持ち寄り、今後の研究課

題について討議した。両国の研究チームが相互補完的に取り組むことで、日米両国の耐震

設計法や耐震補強法に留意すべき事項、今後解決すべき研究課題が明らかにされ、我が国

のみならず、米国やその他の諸国の建築物の耐震性の向上に資することが期待された。 

 

 

６．研究・調査の成果 

 ６－１ 研究・調査の成果 
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 ２ 

 日本側は、調査結果を基に日本建築学会の英文地震被害調査報告書の分担執筆、和文英

訳、英文校閲を行った。報告書は、大手の出版社（Springer 社）から 2012 年 10 月に英文

で出版され、2011 年東北地方太平洋沖地震における建築物の被災記録と、そこから得られ

る教訓として、世界にむけて発信することができた。具体的には、設計基準に関しては、

現行基準を満たした建物の被害は小さいこと、旧基準による建物は一般に被害が大きいが、

耐震補強したものについては一定の補強効果があったことが確かめられた。最近建設され

た免震・制震装置を備えた建物でも、実観測記録が得られ、設計の妥当性や性能が確かめ

る資料が得られた。 

 一方、これまでに知られていなかった鉄筋コンクリート造建物の被災要因のうち、震動

被害により柱梁接合部が破壊する場合がある地震被害事例を仙台市で収集することができ、

設計図書を用いて、構造設計の詳細な分析検討を行った。柱梁強度比が 1.0 に近い場合に

は、現行基準を満たして設計されている柱梁接合部にも破壊が生じた。つまり、従来の予

測を下回る耐震性しか発揮できないということで実験的検証も実施した。またその構造特

性を表すモデルを構築し、プログラムに組み込んで弾塑性地震応答骨組解析によるシミュ

レーションを行い、柱梁接合部の欠陥により起こる層崩壊の原因と要因を明らかにした。

さらに想定を超える大きな地震動に対する建築構造物の地震動による倒壊余裕度を定量化

し、柱梁接合部の破壊を考慮しない従来のシミュレーションでは倒壊余裕度が過大評価さ

れることを明らかにして、今後の建築物の耐震性の向上に資するために設計規定の改定に

取り組むことが重要であることを確認した。 
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